
（参考） 

参 照 条 文 

 

○医療法（昭和 23年法律第 205 号）（抄） 

 

第二十条  病院、診療所又は助産所は、清潔を保持するものとし、その構造設

備は、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものでなければな

らない。 

 

第二十四条  都道府県知事は、病院、診療所又は助産所が清潔を欠くとき、又

はその構造設備が第二十一条第一項若しくは第二項若しくは第二十二条の規

定若しくは第二十三条第一項の規定に基づく厚生労働省令の規定に違反し、

若しくは衛生上有害若しくは保安上危険と認めるときは、その開設者に対し、

期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又

は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずることができる。 

２（略） 

 

第二十五条  都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長は、

必要があると認めるときは、病院、診療所若しくは助産所の開設者若しくは

管理者に対し、必要な報告を命じ、又は当該職員に、病院、診療所若しくは

助産所に立ち入り、その有する人員若しくは清潔保持の状況、構造設備若し

くは診療録、助産録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２（略） 

 

○労働安全衛生法（昭和47年法律第 57号）（抄） 

 

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害 

三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害 

四 排気、排液又は残さい物による健康障害 

 

○労働安全衛生法施行令（昭和 47年政令第318 号）（抄） 

 

（作業主任者を選任すべき作業） 

第六条 法第十四条の政令で定める作業は、次のとおりとする。 



 

一～二十二 （略） 

二十三 石綿若しくは石綿をその重量の〇・一パーセントを超えて含有する製

剤その他の物(以下「石綿等」という。)を取り扱う作業(試験研究のため取り

扱う作業を除く。)又は石綿等を試験研究のため製造する作業 

 

（製造等が禁止される有害物等） 

第十六条 法第五十五条の政令で定める物は、次のとおりとする。 

一 黄りんマツチ 

二 ベンジジン及びその塩 

三 四―アミノジフエニル及びその塩 

四 石綿 

五 四―ニトロジフエニル及びその塩 

六 ビス(クロロメチル)エーテル 

七 ベータ―ナフチルアミン及びその塩 

八 ベンゼンを含有するゴムのりで、その含有するベンゼンの容量が当該ゴム

のりの溶剤(希釈剤を含む。)の五パーセントを超えるもの 

九 第二号、第三号若しくは第五号から第七号までに掲げる物をその重量の一

パーセントを超えて含有し、又は第四号に掲げる物をその重量の〇・一パー

セントを超えて含有する製剤その他の物 

 

○石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第 21号）（抄） 

 

(定義) 

第二条 この省令において「石綿等」とは、労働安全衛生法施行令(以下「令」

という。)第六条第二十三号に規定する石綿等をいう。 

 

(事前調査) 

第三条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康

障害を防止するため、あらかじめ、当該建築物、工作物又は船舶(鋼製の船舶

に限る。以下同じ。)について、石綿等の使用の有無を目視、設計図書等によ

り調査し、その結果を記録しておかなければならない。 

一 建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の作業(石綿等の除去の作業を含

む。以下「解体等の作業」という。) 

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業 

２ 事業者は、前項の調査を行ったにもかかわらず、当該建築物、工作物又は

船舶について石綿等の使用の有無が明らかとならなかったときは、石綿等の



 

使用の有無を分析により調査し、その結果を記録しておかなければならない。

ただし、当該建築物、工作物又は船舶について石綿等が吹き付けられていな

いことが明らかである場合において、事業者が、当該建築物、工作物又は船

舶について石綿等が使用されているものとみなして労働安全衛生法(以下「法」

という。)及びこれに基づく命令に規定する措置を講ずるときは、この限りで

ない。 

 

第十条 事業者は、その労働者を就業させる建築物若しくは船舶の壁、柱、天

井等又は当該建築物若しくは船舶に設置された工作物(次項及び第四項に規

定するものを除く。)に吹き付けられた石綿等又は張り付けられた保温材、耐

火被覆材等が損傷、劣化等により石綿等の粉じんを発散させ、及び労働者が

その粉じんにばく露するおそれがあるときは、当該吹き付けられた石綿等又

は保温材、耐火被覆材等の除去、封じ込め、囲い込み等の措置を講じなけれ

ばならない。 


